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資本会社と資本最低限の規定（I ) 
泉 ふ瓦ム河t二田
はじめに
資本会社の概念の比較法的記述は，これまでなされておらず，この暗黙の前
提が詳細に再考されること 表1 昭和44年の資本規模別会社分布表
なく，統一的なものと考え
られているO 従って資本会
社の内容は何かの比較法的
考察の問題が残っている
が，我国では株式会社は資
本会社である一方，有限会
社は人的会社と資本会社の
中間形態であるが，資本会
社性が強いとされている。
そしてこれらの会社には，
資本団体として，会社債権
者保護のために資本に関す
る諸原則があるとされる。
しかし表1が示す様に，株
資（本単位規円〉模 ｜｜株式会社｜｜有限会社｜｜合相名互・合会資社・
50 万未満｜ 10 284 
50万～ 100万｜ 11, 534 
100万～ 200万｜ 9 230 
200万～ 500万 I101 3031 5,425 
500万～1000万｜ 1 508 
1000万～2000万｜ 476 
2000万～5000万｜ 133 
5000万～1億未満｜ 29 
1 億～3 6 
3 億～10 億｜ 2 
10 億～50 億｜ 1 
50 億以上｜
総 38 628 計 I346 460 I 256, 110 I 
式会社は我国では著しく中 （出所）総理府統計局，昭和44年事業所統計調査報告，
小企業として利用されてお 第4巻企業編， 54頁より作製
(1) 従来人的会社に対立する概念として物的会社の呼称が使用されて来た。これは，
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り，またその数は有限会社よりはるかに多いのである。かくして大規模企業を
措定する株式会社法の規定は，これら中小企業にとって桔姪と感じられ，会社
法違反は後を絶たない状態にあるO そしてこれらの会社には資本の諸原則もあ
まり効果はなし、。このような会社の基本形態の混同的利用状態は，会社法の根
本的改正の問題点として議論されているO この問題解決の方法として2つの立
Kapitalgesellschaft, societe de capitaux, societa di capitali, sociedad de capitalesの
翻訳であるが，諸外国の用語はし、づれも資本という用語を使用しているから，資本会
社と翻訳するのがベターであると考えられると共に，その方が内容をよく伝えること
経営学は物的会社を資本会社と呼んでいるから（例えば，藻利重隆責任編集，経営学
辞典110頁〉，法学と経営学の用語を統一すべきことの理由から，私は物的会社の変り
に資本会社を使用する。
(2) 但し田中誠二，会社法詳論上巻43頁は， ドイツ学説とフランス学説の内容を紹介さ
れておられる。
(3) Kamm, Gesellschafterdarlehen an Kapitalgesellschaften, Diisseldorf, 1970, S. 7, 
Drobnig, Haftungsdurchgriff bei Kapitalgesellschaften, Berlin, 1959, S. 7. 
(4）人的会社，資本会社の区別は‘英米法ではなされていない。区別の基準は，大陵法
系の学説をみてみると，会社の経済活動が社員の人的条件の考慮に重きを置くか，叉
は会社財産額に重きを置くかによるとされる田中誠二博士の見解が妥当である様に思
われる。詳細は別の機会に触れたいと思う。
(5）例えば，鈴木竹雄，新版会社法17頁。
(6) その実態については，竹内照夫「私企業形態の現在の問題点と立法の方向J岩波講
座現代法9巻47頁以下，「中小株式会社と商法」ジュリスト232号6頁以下，解釈論を
展開するものとして，服部栄三「中小企業と株式会社」商法・経済法の諸問題（高田
源清教授還暦計念論文集） 3頁参照。
(7) 中小株式会社が有限会社形態を取らない理由は，（1）日本の商法には，株式会社の資
本について最低限の規定がないこと，（2）有限会社法は株式会社に関する規定の準用が
多く，解釈上の疑義として残されている問題も少くないので，中小企業の経営者が有
限会社制度の利用を控えていること，（3）社会的信用を得ることを目的として，株式会
社なる商号が使用されること，（4）株式会社の場合，株式の譲渡が自由であることによ
り，持分を金融担保の具に供しうるメリットがあること，（5）株式会社法の規定を潜くや
るのにさして困難を生じない現状においては，あえて有限会社形態を取る必要がない
こと，（6）節税を目的とする俗にし、う法人成りは，資本会社成り，特に株式会社成りと
なっていること，によるものである。
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法論が存在する。1つは，株式会社の最本の最低額を法定して，株式会社の形態
を利用しうる企業の規模を或る程度以上のものに制限すべしとする論であり，
他は株式会社の形態を取りうる企業の規模には格別の制限を加えないが，資本
額，株主の員数などを基準にして，比較的小規模なものについては，若干の規
定の適用を除外して，特別の取扱をすべきであるとする見解で、ぁ ~o これまで
(8) 古くは，昭和5年に出版された『商法改正意見類緊』のなかに， 「株式会社ノ資本
ハ其ノ総額ヲ常ニ二十高円以上トスルコト」等の立法論〈同，京冊17頁。なお同，第
一冊， 56,68頁参照〉が存在したが，最近の議論は，零細株式会社問題が顕在化して
からであり， 問題意識を異にする。 日本学術振興会経営問題委員会は， 昭和25年に
「株式会社の改正に関する提案要綱」を発表し， 「わが国の企業の現段階の実情から
見ると，株式会社制度を採用している企業には3種のものがある。…・・・高度株式会社
は資本金において一億円以上，株主約1千名以上，しかも株式が市場に上場せられて
現に売買せられているものと考える。零細株式会社は，中小零細企業が株式会社形態
を採用せるものであって，大体資本金3百万円以下，株主50人以下の程度のものであ
る。零細株式会社は株式会社本来の意味を有しないものであり，したがって高度と低
度（高度の零細の間にある会社……著者挿入〉の株式会社のみをみとめ，株式会社の
最少限資本金を3百万円程度とす」べきことを主張した。経営評論5巻5号36頁。昭
和30年10月5日に開催された法制審議会商法部会における第一次議案の構想で， 「（1)
株式会社の最低資本金を5千万円とし今後の 3箇年間にこれ以下の株式会社は有限
会社に移行せしめること，（2）有限会社の名称を変更する，（3）株式会社の改正をその線
に沿って検討する」といった趣旨のものが示された。酒巻俊雄，閉鎖的会社の法理と
立法， 250頁。 学者で立法論としてこの立場を表明するものとして，松田二郎，会社
法概論73頁， 田中（誠〉前掲書， 95頁（ 1千万円位の最低資本額を主張する〉，西原寛
一，商事法研究第三巻， 130頁（株式会社につき， 1億円ないし5億円の，有限会社
につき 3百万円ないし5百万円の最低資本額を主張する〉。実際界でも，神戸大が実
施した実態調査によれば，全体としてほぼ半数の会社が，最低資本金を必要と考えて
いるとのことである。会社規模研究会「小規模株式会社の法的実態（三）」神戸法学雑誌
14巻2号， 385頁。
'.9) 長谷部茂吉，裁判会社法242頁以下は， （資本額を〉「5000万円で切り，それ以下の
会社を中小株式会社として特別の規制下におくとともに，別に，たとえば，株主数が
20名を超える中小株式会社にあっては，株主の決議によりこれを現行法の厳格な規制
に服せしめることができることとすべきものと考え」るべきことを主張される。岡本
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のところ，後者の方向での「なしくずし的な改正」が進められているというの
が現状であるO しかしこれによって会社の基本形態の混同としづ現象は少しも
解決されないばかりか， 「株式会社の歴史的比較法的発展傾占）に背き，戦後の
善八「小規模株式会社と closedcorporation序説一特に少数株主について一」同志社
法学74号33頁は，資本額5千万円以下の会社を小規模会社とし別段の立法措置を講
ずべきことを主張される。矢沢教授は，株主50人以下で譲渡制限した会社を有限会社
と融合させ，それを株式会社と名づけ，資本金5千万以上で譲渡制限のない会社を大
株式会社と名づけるべきことを主張される。矢沢惇・鴻常夫・会社法の展開と課題19・
頁。なお鈴木竹雄「株式会社法の再改正」ジュリスト100号記念216頁。矢沢，注釈会
社法（1)52頁以下参照。最近の経済界の意見は，この立法論に賛成する立場が多いよう
である。 「会社法に今後どのような改正を望むか」商事法務研究500号55頁参照。
(10）依然、として株式会社に資本金の最低額を規定しない国は多く，アルゼンチン，ベル
ギー，ブラジノレ，カナダ，中華民国， コロンピア，コスタリカ，スペイン，エルサノレ
ヴァド、ル，フィンランド，イギリス，オランダ，ギリシア，ハイチ，イラン，ルクセ
ンブルグ，ニカラグァ，パナマ，パラグァイ，ベルー，ポルトカール， ドミニカ，ウル
グァイ，ベネズエラがそうである。しかし企業の重要性に釣り合った資本とし、う抽象
的規定を置く国として，ボリビア (1860年と 1887年の命令〉， チリー（商法428条以
下〉，グアテマラ（商法389条〉がある。エジプトは，資本最低限の規定（2万ポンド
（約1577万円〉〔1954年法6条〉〉の他に，会社の目的を実行するために十分な額を要
求している（1955年155法によって改正された1954年26法6条〉。他方，株式会社の資
本金について最低額を要求する国は増加しつつある。 ドイツ (10万ドイツ・マルク
(1062万円〉 〔1965年株式法7条〉〉，スイス（5万フラン（約2186万円〉〔債務法621
条〉〉，オーストリア（100万シリング（1469万円）〔1965年株式会社法7条〉〉，スエー
デン（5千クローネ（約33万8千円〉 〔1944年法2条〉〉，ノルウエー（3千クローネ
（約15万5千円〉 〔1930年2月27日法〉〉， デンマーク ( 1万クローネ（約49万円〉
〔1930年法9条〉〉，フランス（公募の場合50万フラン（3,345万円〉，公募をしない場
合10万フラ γ （669万円〉 〔1966年商事会社法71条 1項コ〉，イタリア（100万リラ（53
万円〉〔私法典2327条》， トルコ (1956年商法典272条）メキシコ（61万6千円〉〔1934
年法89条〉〉，エクアドル（20万スークレ（246万4千円〉〔1964年会社法152条》，ポ
ンジュラス（2万5千レンピラ（385万円〉 〔商法92条〉〉，シリア（5万ポンド（約
403万1千円〉 〔商法92条〕〉，レパノン（5万ポンド（約559万9千円〉，アメリカの若
干の州は，資本最低限の規定がある（F.de Sola Canizares, Tratado de Socc1edades. 
por Acciones en Derecho Comparado, Tome ][, 1957, Berenos Aires, pp. 111-112. 
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わが特殊事情による株式会社制度濫用を公認することになりはしない」か疑問
とされうると思われるO 本稿では，（司各国の企業形態のうち資本会社は何か，
（耐その利用状況はいかなるものであるか，（c）株式会社と有限会社の資本最低限
の規定の有無と，規定が存在した場合の理由を考察することによって，前者の
立法論の妥当性を述べようとするものであるO (b), (c）において誤りのない全体
的理解のために，他の企業形態も言及することにする。
Il 比較法的考察
（工〉 フランス法
（司 学説は，会社のタイプを二つの範曙に分類する。 intuitupersonaeで結
ばれる人的会社と，資本を重視する資本会社がそれであるO 前者に属する会社
として， 合名会社（societeen nom collectif）と合資会社（societeen com-
mandite simple）と匿名組合（societeen participation）がある。後者に属する
会社として，株式会社（societeanonyme) と株式合資会社（societeen com-
mandite par actions）があるO 有限会社（societea responsabilite limitee）は，
によりつつ， 加筆修正した。各国通貨額の円換算は，日本銀行統計局，「外国経済統
計季報」 21号（付〉各国通貨単位，円・ド、ル換算表による。同表は1973年5月15日ま
でにIMFまたは当該国政府が発表した平価あるいはセントラル・レート等を基準に
算出したものである〉。 アメリカの最低資本金規定は，規模の大小により規制を分け
るとし寸意味はなく，額もはなはだ少なく，大陸法系のそれと意味を異にする点は注
意しなければならない。
ω 西原，前掲書， 408頁。なお，酒巻，前掲書， 251頁参照。
(1) フランス学説では，しばしば人的会社と持分組織の会社（societepar interets）が，
資本会社と株式組織の会社（societepar actions）が同一視される。 Hamelet Lagarde, 
Traite de droit commercial, Tome I, 1954, n° 436, Lyon-Caen et Renault, Traite 
de droit commercial, Tome IL 1908, n° 100. しかしそれらは異なった概念で、あ
る。 Vy.G. Vuilerment, Droit des societes commerciales, 1969, pp. 48-51. 
(2) Vuilerment, op. cit., p. 49. Koechlin, Droit de l'entreprise, 1964, n° 221. 
¥3) Lyon-Caen et Renaultは，株式合資会社は，無限責任社員が存在する故に人的会
社であり，有限責任社員が存在する故に資本会社であるとする。 op.cit., n° 100. し
かし最近では資本会社であるということで一致している。
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人的会社と資本会社の混合形態であるとされるO
(b) 株式会社の自由設立は，長い間商業自由の名で要求されていたが， 186T
年7月24法は，自由資本主義（capitalisme 仙台・al）の勝利を表わすものであっ
た。改正の結果は著しかった。しかしそれは同時に，小企業が不十分な資本で
株式会社を利用することを許すものであった。 1867年から1875年までに，年ご
とに100そこそこの株式会社が設立された。 1830年から1895年までに500社以上
が， 1907年には1000社以上が， 1920年には3000社以上が，存在した。 1925年の
表1 会社の分布状態
五仁之空｜勺28I 1929 I 1930 I 1931 I 1932 I 1933 / 1制 11935I総計
合名会社 62, 751 427 1, 142 17 391 764 265 67 65, 150 
合資会社 9 833 88 1 61 105 51 75 60 9,380 
有限会社 16 551 4 914 3,541 4,091 6 312 5,412 4 768 4,139 49, 728 
株式合資会社 12, 755 22 4 6 41 17 7 7 12, 857 
株式会社 27,962 2, 172 1 986 1,354 2,355 1,489 1,204 816 39,338 
総 計ド29，叫 7吋 6叫 ι判 9判 7,6311 5, 6391久州問903
（出所）現代外国法典叢書 側仏蘭西商法〈工〉有限会社法9頁
有限会社制度のフランスへの導入もすばらしい成果をおさめた。 1920年から
1935年までの会社形態の利用状況は，表 1の通りである。これによれば，人的
会社及び株式会資会社は殆ど消滅過程にあるかに見ゆるとともに，株式会社も
当時その数を漸減しつつあり，有限会社のみが恒常的な増加率を示しているO
しかし合名会社は，現在でも広く利用されており， 1964年終りには， 15676社
あり，設立数は1965年に1093社， 1966年に1006社， 1967年に889社であった。
この普及は社員の人的関係によって説明される。他方合資会社は，社員の有限
(4) Koechlin, op. cit., p. 99., Vuillerment, op. cit., p. 49. 
15) 大隅健一郎，株式会社法変遷論， 58頁以下，山本桂一，フランス企業法序説59頁以
下参照。
(6) Ripert-Roblot, Traite elementaire de droit commercial, Tome I, 1972, n° 1006 .
(7) Ripert-Roblot., op. cit., n° 823. 
??? ?
責任を認めた最初の会社形態として，当初おおいに利用されたが，現在では，
衰退傾向にあるO それは有限会社の導入に原因を帰されうるものであるO 1964 
年終りに， 1539社の合資会社が存在し，その設立数は， 1965年に85社， 1966年
に28社， 1967年に35社であった。株式合資会社は， 1867年法による株式会社の
準則主義の承認， 1925年の有限会社制度の導入により，非常な凋常を経験した。
1950年にはまだ 13085社の株式合資会社が存在していたが， 1964年終りにはた
だ 176社が存在するに
留るO 1965年には 4社
が， 1966年には 5社が
1967年には 1社がこの
形態で設立された。そ
の結果政府改正草案
は，現存会社のみを存
続させながら，新設立
を将来に向かって禁止
しようとしたが， 1966
年の新会社法はそれを
否定し，株主の保護の
強化と，株式会社への
組織変更を容易にする
表2 株式会社，有限会社，その他の企業形態の分布状態
年度 I業態；真，の会利それ社抵にがの含制は度あまれにら従ゆるう形企 I有限会社I株式会社
4必，036 I即 661 27,350 
441, 091 ¥ 126. 879 ¥ 29,504 
戦 386 I 123. 443 I 32, 773 
叫 386 I 120. 866 ¥ 36,479 
401, 189 I 119 194 ¥ 39 802 
398 408 I以 α ｜51,271 
帆 944 ＼以9971 54,913 
叫 36 I以 237¥ 58,938 
406 653 I 115 358 I 62,546 
（出所） Jean Burgard, Direction general et direction tech-
nique des societes anonymes, 1968, Paris, p. 3. 
措置を設けることによって，この企業形態を存続させるに至っている。 1955年
から1963年の株式会社と有限会社の利用状況は，租税一般局（dlirection general 
(8) Ripert-Rcblot, op. cit., r.0 862. 
(9) Ripert-Roblot, op. cit., n° 1611. 早稲田大学フランス商法研究会「フランス会社
法（4)J早稲田法学48巻3号， 333,334頁。なお株式合資会社の数は鮮明な減少傾向を
示すが， 1会社あたりの規模は増大していることは注目しなければならない。 Burgard,
Direction general et direction technique de societes anonymes, 1968, p. 7. 
des impδts）の報告によれば，表2のとおりである。 この表によれば， 9年間
に，株式会社数は35,000社以上増加し有限会社数は約14,000社低下した。こ
の現象は，有限会社から株式会社への組織変更によって説明されるO 株式会社
と有限会社の自己資本を比較すると， 1963年に，株式会社が1310億67百万フラ
。時
ン，有限会社が 192億97百万フランであって，平均自己資本は株式会社の方が
著しく大きいことが認識できる。有限会社数は， 1964年終りに， 117,756社で
あって，設立数は， 1965年に11,849社， 1966年に11,201社， 1967年に10,065社
であった。この会社は現在，合名会社に適した小会社から，株式会社に適した
大会社まであらゆる種類の形態に利用されているO 他方，株式会社は， 1964年
終りに， 66,968社存在し， 1965年には5,386社， 1966年には4,651社， 1967年に
は4,236社が設立された。
(c)(i) 有限会社の最小資本に関する規定は， 1925年以来，フランス法で認め
られているが，その金額については著しい変遷があった。それは以下の通りで
ある。 1925年3月3日法は， 6条で，資本金の最低額を2万5千フランと規定
した。同規定は， 1938年6月14日のデクレにより， 5万フランに高められた。
ω 早稲田大学フランス商法研究会「フランス会社法（1）」早稲田法学47巻3号11頁は，
1950年と1963年の企学形態の利用状況をグラフで比較しているので，ついでに参照さ
れたい。
(1) Burgard, op. eit., p. 3et 4. 
(12) Burgard, op. cit., p. 4. 
(13) Ripert-Roblot, op, cit., n° 905. 
(1必 Ripert-Roblot,op. cit., n° 1006. 
仰政府草案は， 「最初の（originaire）会社資本は，少くとも25000フランでなければ
ならなし、」と規定していた。衆議院委員会は， 「最初の」とし、う言葉を除去し 「会
社資本はこの金額未満に減少することはできなしづとし、う規定を6条に付加して，最
初に 25000フランで会社を設立しながら，翌日には資本を減少することによって法律
を回避する試みを封じた。 25000フランとしう金額は， ドイツ有限会社の最小資本で
ある20000マルクに一致するものであった。 Sirey,Lois annotees, 1924-1925, p. 1803. 
(16) Voy. Sirey, Lois annotees, 1936-1938, p. 933. 
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この額は，明らかに社員の有限責任の利益に対する必要な対照物（Gegenstiick) 
とみなされた。その後フランの持続的価値下落にもかかわらず， 1945年9月19
日のオルドナンスが，一定の場合に50万フランの最低資本額（7,11条〉を課
すことを除いては，同規定が維持された。そこで有限会社は，特に1945年以後
疑わしい実業家のための道具に変じた。 1953年8月9日のデクレは，貨幣価値
の下落に対処し，新しい経済事情に法律を合致させるべく，百万フランの最低
資本を規定した。デクレ 3条は，それの公布以前に設立され，資本金が百万フ
ランより少い会社は， 3年の期間満了前に，解散するか，他の会社に組織変更
するか，資本を再評価しなければならないとして，旧来の会社に猶予期間を与
えた。 1954年6月4日のデクレは，当該のデクレ公布の日から 3年以内に上の
仰）
手続をすべきとした。 1957年8月1日法は， 1958年7月1日までに会社が百万
フランを維持しない時には，関係者の請求に基づき商事裁判所により会社は当
然に解散したと宣言されると規定した。その後（旧〉百万フラ γに代って，新
1万フランが資本最低額となった。 1966年7月24日法は，取るに足らない資本
を持つ会社の不当な（abusive）設立を回避するために， 35条1項で，有限会社
の資本は2万フラン以上でなければならないとするO フランスにおいて有限会
社形態を取る小会社が族生するのは，企業主が有限会社形態で事業を行なうこ
とにより，従業員の外観を取って，税法と社会法上の利益を得るためで、あるこ
とが多く，国爾尚書（LeGarde des Sceaux）は， 2万フランでも少額にすぎる
(17) Sirey, Lois annotees, 1943-1945, p. 2014. 
(18) Sirey, Lois annotees, 1953-1954, p. 1327. 1328頁は，最低資本額が無責任な設立
者を排除するとしの機能を認めながらも，それが頻繁なものであるかと問う。そして
会社債権者の一般的な担保を構成するものは，会社の資産であって，資本の増加は，
資本が低ければ会社債権者になるのを控えたで、あろう人々に危険を与えるものとし
て， 6条の規定の有効性に消極的である。
自司 Voy. Sirey, Lois annotees, 1954, p. 1731. 
側 Voy.Sirey, dois annotees, 1957, p. 239. 
1(21) Ripert-Roblot, op. cit., n° 925. 
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と指摘したが，これは会社法で解決すべき問題ではないとして，この金額が決司
伺
定されたのである。
(i) 1966年法以前には， 銀行その他の金融機関などの例外的な場合を除い
て，株式会社および株式合資会社について最低資本金の規定はなかった。しか
し株式会社についてみてみると， 1867年7月24日法23条は， 「社員の数が7名
以下なるときは，会社は設立さるることを得ざるものとす」と規定していたの
ω） 
で，株金額（フランス法は無額面株式（actionssans valeur nominale）を原則
として認めなしうの関係で，関接的に資本最低限は存在した。即ち， 1867年法
1条は，資本金が20万フラン以上であれば株金の最小額を5百フランに，それ
より少ければ，百フランに定めたく24条により 1条が株式会社に適用される〉
ので， 7百フランが資本最低額であるO その後フランス資本市場に英国会社の
1ポγ ド、株式が流通したため， 1893年 8月1日法は，株金額を資本金20万フラ
ン以上の会社については百フラン，それ以下の会社については25フラン以上と
ω） 
した。それ故最低資本金は 175フランとなった。 1937年8月31日デクレは，一
般に株金額は百フランを下ることができないとした。株金額の最低限を高め，
画一化したのは，フラ γの切下げにより貨幣価値が低落せることと，資本額に
応じて株金額の最低限を二様に定めることは不便であること，並びに有限会社
(2) Trouillat, Le droit nouveョudes societes commercicles, 1967, p. 208. なお1953年
のデクレが，出版事業（entreprisede presse）を営む有限会社の最低資本額は，従来
の金額を維持して， 5万フランとしたと同様， 1966年法は， 1944年8月26日フランス
出版の組織に関するオルドナンス第2条の意、義における出版事業を営む有限会社の場
合には会社の資本最低限を2000フランとする（491条2項〉。
ω 7名を要求したのは，株式会社が大企業に用いられるべき形態であることを保障す
るためと説かれていたようであるが， Lyor.-Caenは，それでは説明がつかないとす
る。なお7名という数は， 1862年のイギリス会社法にならったということは，直実ら
しいと述べる。 Lyon-Cae:1et Renault, op. cit., n° 683. 1966年法も同条を踏襲した
が，その際の議論については，早稲田大学フランス商法研究会，「フランス会社法（4U
早稲田法学48巻3号349-5頁参照。
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鈎
が認められているのでその必要が乏しいことによるものであったO 従ってこの
命令に従って設立される会社の資本最低額は7百フランであるO その後1948年一
制）
10月30日デクレ 1条により，株金額の最低限は千フランとなり， 1949年8月4
納
1万フランとなったので，各デクレに従って設立された日デクレ28条により，
会社の資本最低額は，
資本最低額の規定がなかったのは，フランスの立法者が，比較的少さな企業に
もこの組織形態に結びつく諸利益を享受させようとしたことの外に，株式会社
が不十分な資本で設立されることをありそうにもないと見なしたことによるも
この様に株式会社に7万フランであった。7千フラン，
のである。特に複雑な設立過程が不正なたくらみの妨害になる様に思われたこ
事時
とによる。しカミるに， しばしば株式会社は，小企業によって採用された。これ
有限会社には資本最低額を規定しながら，株式会
社にはそれを規定しないのを逆説的と考え，最低資本を規定することにより，
会社の様々の形態の間に段階を設けようとした。有限会社には資本最低額とし
て1万フランを，資本最高額として 5百万フランを要求すると共に，社員は30-
に対して pleven委員会は，
人を超えることができないとしつつ，株式会社には，公募をしない場合には5
万フラ γ，公募をする場合には25万フランの資本最低限を要求した。国民議会
に提出された法律草案は，有限会社のために2万フランの資本最低額を規定す
るが，資本最高額は，支障が生じていないと理由で，規定されておらず，その
社員は50人を超えることをえないものとされた。他方株式会社には10万フラン
の資本最低額を規定し，株式合資会社の新設立を認めなかった。 1965年6月11
日に国民議会により議決にかけられた草案は，株式合資会社の将来における設
立の禁止を取消すと共に，株式会社の資本最低額は，公募をするかしないかで、
仰）
25万フランと 5万フラ γとしていた。 1966年7月24日法は，株式会社と株式合
Voy. Lois annotees, 1891-1895, p. 570. 
大隅健一郎， 「1937年に於ける仏蘭西会社法の改正」法学論叢40巻1号151-2頁。
Voy. Lois annotees, 1949-1950, p. 4750. 
Voy. Lois annotees, 1949, p. 2161. 
Kamm, a. a. 0., S. 17£. 
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資会社に共通に適用される第4章，第71条で， 「会社資本は，会社が公募をな
す場合には50万フラン以上，これをなさない場合には10万フラ γ以上でなけれ
ばならなし、」と規定するO ここにおいて，フランス法も， ドイツ法，イタリア
法と同様に，株式会社にも資本最低限を課す大転回をなしたのである。フラン
ス法の特色は，公募をなすか否かにより，資本最低限を異にする点であるO
{II) ベルギー法
(a) ベルギーの商法典は，商事会社として 6種類認める（2条〉。即ち， 合
名会社，合資会社，株式会社，株式合資会社，有限会社 (lasociete de person-
nes a responsalilite limitee），協同組合 (lasociete cooperative）であるO そ
のうち人的会社は，合名会社，合資会社であるO 資本会社の典型は，株式会社
であるO 有限会社は，人的会社でも資本会社でもない第三の範鴎に属する。協
同組合は，普通人的会社に加えられるが，多くは資本会社となったとするも
の，叉は第三の範曙に加えるものと見解が分れている。
(b) 会社形態の利用状態を見てみると，社員の有限責任を認める会社形態へ
の強い増加傾向が表1から感知しうる。 1919年に設立された会社2,592社の内
訳は，合名会社1,251社，合資会社195社，株式会社（株式合資会社を含める〉
541社，協同組合605社であった。有限会社制度が採用される前年度にあたる
(29) Jean Bernard, Le probleme des types de societe3 eュdroitbrangais, in Evolution 
et perspectives du droit des societes, Tome I, 1968, p. 331 et 332. 
(1) Jura Europae, Droit des Societes (Gesellschaftsrecht), Tome I, 1964, n° 200.00・3.
(2) Jean Baugniet, Le Problem des types des societes en dro1t belge, in Euolution et 
perspectives du droit des societes, Tome I, 1968, p, 267.なお p.235. 
(3) Jura Europae, op. cit., n° 200. 00・4.
(4) Baugniet, op. cit., p. 267.なお p.235参照。
,(5) 1935年7月9日法が有限会社を認めたのは， ドイツ法が採用してからヨーロッパを
風）葬した有限会社制度の諸外国の導入傾向（フランスが採用したのち，ハンガリア
〔1929年12月〉， ルクセンブ‘ノレグ〔1933年9月18日〕が採用している〉の影響もある
が，従来の法形態が，企業家の経済的要求に対応しえなかったためである。 Andre
Tschoff en, Les societes de person工esa responsabilite limitee, 1935, Bruxelles, p. 13ff. 
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表1 会社の設立数
年 l 合名会社 l 合資会社院議主｜有限会社！皇居告d~t
1919 1 251 195 541 605 
1920 1 285 211 614 818 
1921 928 145 486 504 
1922 980 163 483 477 
1923 1 007 175 560 637 
1924 1,057 184 780 226 
1925 991 139 696 286 
1926 651 130 537 204 
1927 921 161 753 231 
1928 863 144 1,005 242 
1929 886 142 1,066 448 
1930 691 115 752 292 
1931 613 130 560 300 
1932 560 94 538 274 
1933 465 83 625 310 
1934 472 98 595 291 
1935 389 77 614 156 262 
1936 320 22 511 574 245 
1937 279 44 452 937 191 
1938 204 42 367 1,263 162 
1939 111 29 310 1 071 113 
1940 53 8 193 499 134 
1941 165 27 522 434 135 
1942 60 4 55 465 60 
1943 137 9 46 668 44 
1944 104 18 190 730 78 
1945 251 22 870 1,542 307 
1946 285 50 1,372 2 096 280 
1947 125 52 1,366 1,553 184 
1948 100 47 1 474 1 299 197 
1949 71 19 1,274 976 152 
1950 101 13 1 242 1 061 138 
1951 69 12 741 1 095 166 
1952 62 14 719 1,446 187 
1953 122 6 705 1,504 186 
1954 72 8 638 1,543 168 
1955 62 21 615 1,689 173 
1956 60 8 611 1,856 169 
1957 37 13 662 1,981 159 
1958 44 10 526 1, 947 118 
1959 35 11 571 2, 116 126 
1960 42 6 648 2 271 130 
1961 29 3 539 2,413 141 （注）
1962 32 5 562 2,087 139 1 
1963 31 2 663 1 989 159 
（出所） Baugniet, in Euolution ot parspectives du droit de3 societes Tome I, 1968, 
p. 275. 
（泊 unions du er剖itは， 1962年3月14日法によって廃止された。
' 
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1934年には， 472の合名会社， 98の合資会社， 595の株式会社〈株式合資会社を
含める）， 291の協同組合が設立された。従来親密な近親者等は，株式会社形態
を採用しながら， それを変質せしめて利用Lていたが， 1935年法は，疑いな
く，会社形態としての株式会社の適用を再ひ、健全な基礎に立たせることに寄与
した。たが有限会社形態の選択は，しばしば純粋な税法的顧慮によって決定さ
れるものでもあった。 1963年には，合名会社31社，合資会社2社と1934年に比
べて人的会社の設立が著しく減少しているのに対し，株式会社〈株式合資会社
を含む〉が663社，有限会社が1989社，協同組合は 159社設立されており，有
限会社設立数の増加が注目されるO
(c) 有限会社には，会社資本が最低限5万フラン（38万2千円〉でなければ
ならないとしづ規定があるが（商法典114条〉，最大限については規定がない。
株式会社に関し資本最低限の規定は存在しなし、。そのため，株式会社の資本を
大企業の大きさに相応する 2千5百万フラン（1億9千百万円〉の金額に最小
浪すべきであるとする立法論がとなえられているO そうすることによって，中
小企業が有限会社を利用することを期待するのであるO
(DI) ルクセンブ、ルグ法
（司 ルクセンブ、ルグ法は，商事会社として，合名会社，合資会社，株式会
社，株式合資会社，有限会社，協同組合の6つを，ベルギー法と同様に認める
（望1z5:8月10日）。そのうち人的会社は，合名会社，合資会社であり，資本会社は，
株式会社，有限会社，株式合資会社である。
(b) 1967年には株式会社は表1の様に， 552社存在し，その資本総額は14453
(6) Leon Dabin, Das belgische Aktienrecht (Auslandische Aktiengesetze Ed. 9) 1964, 
S. 3£. 
(7) 株式合資会社は、まれにしか利用されていない0 Dabin, a. a. 0., S. 43, Anrn. 1. 
(8) Baugniet, op. cit., p. 271；なお， Charlesde Haghton (edふ TheCompany (law, 
structure and reform in eleven countries), London, 1970, p. 21参照。
.(1) Jura Europae, Droit des societes, Tome I, Miinchen/Paris 1964, n° 50. 00・4.
{2) Ibid., n° 50. 60・1.
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表l ルクセンブ、ルク、、の株式会社・有阪会社・持株株式会社・
持株有限会社・持株協同組合の数と資本
株式会社 有限会社 持株株式会社
数｜｜（資千フラ本ン〉 数｜｜（資千フラ本ン〉 数 ｜｜（資千フラ本ン〉 数｜｜（資千フラ本ン〉 数｜｜（千資フラ本ン〉
1960 335 6,481,310 400 453 783 1, 143 9, 104,467 13 5 481 
1961 363 6 739 302 429 527,685 1 200 10,883, 173 11 2, 2 5,359 
1962 399 7, 722,466 479 552 180 1,238 14 102 555 11 2, 11 9,393 
1963 427 10 726 117 497 662 420 1 408 17,888,484 11 2, 11 9 393 
1964 538 12,498,842 518 833,834 1, 759 22 269 959 12 25, 11 9 393 
1965 515 13,244,567 576 878 572 1,697 26 367 911 11 9,393 
1967 552 1い町内側 921 507 1 801 32,655,528 14 377 
（出所） Arendt-Georges, Das luxemkurgiscl-le Aktienrecht (Auslandische Aktiengesetze 
Bd. 13.) 1968 S. 24-33より作製。
回 1967年は1月1日現在それ以外の年度は全て12月31日現在である。
803千フランである。従って 1社の平均資本額は，約2618万4千フラン（約2
億4万9千円〉で，比較的大きな株式会社であることが推察される。他方有限
会社数は646社で，株式会社数より若干多し、。しかし 1社平均資本額は，約142
万6千フラン (1,089万8千円〉で， 株式会社より小さい企業に使用されてい
る。株式会資会社は，実際上存在していなど。諸外国と異なるのは，持株会社
税法（Loidu 31 juilet 1929 sur le regime fiscal des societes de participations 
financ込町めがあることにより，持株株式会社，持株有限会社が多数存在する
ことであるO 前者は1967年 1月にl,801社存在し， 1社平均資本額は約l,813万
2千フラン（約 1億3852万8千円〉であるO 持株有限会社は14社と非常に少く
ないが，逆にその平均資本額は，約2692万9千フラン（約2億 573万6千円〉
と高くなっているO
(c) 商事会社は1915年まで1807年9月15日のフランス商法典18-64条によっ
て規制されていた。商事会社制度改正草案は， Corbiauxvon Louvain教授に
(3) Ibid., n° 50. 00・4.
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よって推散され，立法者は， 1909年にこの草案に関係した。しかしベルギーで
は1913年5月25日法によって新規制をなしたので，商事会社に関する1915年8
月10日のルクセンブ、ルグ法は，この法律に大いに依拠した。その後数回にわた
り法律改正があったが，ルクセンブ、ルグ法は，右の歴史的事実よりして，フラ
ンス法・ベルギ一法の絶大な影響を受けているのであるO 従って株式会社の最
低資本額についての規定は，ベルギー法と同様に，なし、。しかしあらゆる払
込金叉は出資は，少くとも50フラン c382円〉でなければならないという規定
(1915年商事会社法26条3項〉によって，間接的に資本の最小限は規定されて
いるO しかしこの額は， 1915年以来引上げられておらず，追求された境界設定
は，取るにたらぬ最低額の故に今日ではもはや達せられない状態にある。有限
会社制度は，フランス法，ベルギー法の影響を受けて， 1933年9月18日法によ
って導入されたが，その 182条は，有限会社の資本は少くとも10万フラ γ （76
万4千円〉でなければならないと規定している。株式合資会社は，例外規定が
なければ，株式会社の規定が準用される (1915年法103条〉。従って，株式会社
と同様，資本最小限の規定はない。持株会社税法は，持株会社に税法上の特典
を与えるだけのものであるが，前述した様に商事会社の発展に大きな影響を与
えているO それはめんどうなコンツエルンを回避する効果を与え，ヨーロッパ
の領域に持株会社を与えるサービスは，卓絶しているO 持株会社形態を取る時
には，最初の投資財産は少くとも， 1億フラ γでなければならないが，即座に
完全に払込まれねばならない会社資本は少くとも 500万フランでなければなら
(4) Ibid., n° 50, 00・1.但し Wynendaele-Wouters,Le droit des soci自白 anonymes,
Bruxelles, 1961, p. 173によれば， 1807年の商法典は， 1879年4月16日法によって廃
止され， 1915年8月10法は， 1873年5月18日のベルギー法から大部分着想を得たとの
ことである。
(5) Arondt-Georges, Das luxemburgische Aktienrecht (Auslandische Aktiengesetze Bd . 
13) 1968, s. 12. 
(6) Jura Europae, op. cit., n°. 50. 20・1.
(7) Arendt-Georges. a. a. 0., S. 19. 
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?
?
??
ないとされているので，前述した様な大企業となっているのであるO
（町〉 オランダ、法
オランダでは，商法上の会社形態は，合名会社（Vennootschap onder firma 
=V. o. F），合資会社（CommanditaireVennootschap=C. V），株式会社
(Naamloze Vennootschap=N. V.）であり，有限会社形態を知らなし、。その
点諸外国と比較して特異な点である。従って資本会社は株式会社のみであるO
資本は株式会社の本質的要素とみなされているが，資本最小限の規定はなく，
1000ギルダー（105,460円〉の資本を有する企業から， 数億ギルダーの資本を
有する企業すでこの形態を利用できるO すべての株式会社は原則として同じ法
律規制に服するO そしてこの状態はオランダでは一般に十分なものとみなされ
ているO また前述の特殊性からして，発起人は2人でよく，労務出資が認めら
れるなど，多くの近代法制度と異なっているO
(V) イタリア法
、（a) 私法典が認める会社形態は，単純会社 (lasocieta semplice），合名会社
(la societa in nome collectivo），合資会社 (lasociet主inaccomandita: sem-
plice），株式合資会社 (lasociet主inaccomandita per azioni），株式会社 (la
societa per azioni），有限会社 (lasocieta a responsabilita limitatめである。
そのうち，人的会社は，単純会社，合名会社，合資会社であり，資本会社は，
株式会社，株式合資会社，有限会社，協同企業 (impresecooperative）である
とされるO
(b) 1942年末には，株式会社数が28,709社で， 1953年末には， 24,006社であ
った。各々の年の株式会社の資本規模別分布表は表1の通りであるO 会社総数
は， 10年間に増大していないが，規模の聞に株式会社の内部移動があったこと
(1) Jura Europae, Droit des soci自白 TomeI, 1964, n° 60. 00・1.
(2) Ibid., n° 60.10・7.
(1) Antonio Brur.etli, Trattato del diritto delle societa I, 1948, p. 122.人的会社と
資本会社の区別の内容については， Brunetti,op. cit., IL pag. 59 sg. 
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がわかるO 1942年末に存
在した番号1の会社数の
1953年末における顕著な
減少と，番号2の会社数
の約2倍の増加（その原
因は， 1942年に私法典が
表1 株式会社の資本規模別分布表
！資本の種類（単位リラ） I 1942年31 1195，年31 
番号 12月日 12月日
100万リラの資本最低額
を規定した事にある〉が
認識できるO その代り資
本が百万リラから5千万
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
総
50 万 未 満
50万以上－ 100万未満
100万以上－1000万未満
1000万以上－2500万未満
2500万以上－5000万未満
5000万以上－ 1億未満
1億以上－2億5千万未満
2億5千万以上－5 億
5 億 以 上
言十
15 762 2,256 
4,408 8 351 
2 890 7 967 
334 2 006 
134 1 431 
87 858 
53 523 
24 247 
17 367 
I 28, 709 I 24, 006 リラの中間会社数は，著
しい大きさで増大してい
ること，並びに5千万リ
（出所） La riforma delle societa di capitali in Italia, 
1966, p. 285. 
ラから5億リラ未満の会社数の著しい増加も認識しうるO
1965年の株式会社の総名目資本は約8兆8080億リラで，国民総生産の約25%
である。そして株式会社数は1873年の 379社から， 1965年の41,205社に増加し
た。会社の84%以上が， 25年間以上の年を経ておらず， 80%以上が第二次大戦
の終結以後数年の聞に設立された会社であるO また株式会社のたった28.6%が
表2 株式会社の状態（1965-1969）〔単位100万リラ〉
資本の変化 年末の状態
年 設立解散
増加｜減少 ｜資10億リ本ラ数｜資本 l数｜資本 数
1965 2 130 32 307 1,917 247,498 800 587 227,898 41 205 8 808.0 
1966 2 079 52006 2, 164 445,255 1 121,543 184 565 41 120 9,352.6 
1967 2 168 42 845 2 520 458,492 838 570 262 966 40 768 9 512.5 
1968 2,925 58 108 2 805 433,774 793 015 171 083 40 888 9 758.8 
1969 2, 959 46 576 2, 117 158 373 1 239 382 390 646 41, 730 10 495.7 
（出所） Istituto centrale di statistica, Annuario statistico italiano 1970, TAV. 317. 
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5千万リラ以上の名目資本を持つのであるが， このグループは全名目資本の
'95.9%を有しているO 1億リラ以上の名目資本を持つ株式会社の数は総数の
18.6%を占め，総名目資本の92.9%を占めるO 2億リラより大きな名目資本を
持つ会社は，総数の10.7%であるが，株式会社総名目資本の88.4%を占めるO
これらの1965年の数字は，大会社の強し、集中と，小株式会社の散乱を反映する
ものである。小株式会社は，大抵家族企業か個人企業であるO 又はそれ以上に
しばしば，債権者に対して有限責任を得るための，または税目的のために資産
を分離するためのからくりであるO かような小株式会社と瑚笑的（irrisorio)
な最低資本金を有する有限会社の存在は，貨幣の下落にもかかわらず資本最低
限の規定が調整されていないことと，税立法の不備により容易にされているO
かくして大株式会社と小株式会社の区別の基準が議論されているのであるO ま
た有限会社の規制につき，私法典は，株式会社に関する規定の準用を規定する
ので，有限会社は株式会社からあまり異ならず，小株式会社の問題は有限会社
の問題と一致するとされているので， 日本の状況と類似しているO なお1965年
から1969年の聞の株式会社の動向は，表2の通りであるO 株式合資会社は，
Pirelliの一大例外があるが，ほとんど使用されていなし、。
(c) 株式会社には低いが資本最低限の規定が存在するO 現行私法典では 100
万リラ（2327条〉である。他方有限会社にも資本最低限の規定があり，その額
は， 5万リラ（2474条〉である。リラの価値の下落のため，最近資本最低額を
(2) Charles de Hogaton (ed.), The Company (Law, Structure and Reform in Eleven 
Countries), London, 1970, p. 45.なお Lariforma delle societa di capitali in Italia, 
1966, pag. 294 （以下単に Lariformaとして引用）参照。
(3) La riforma, pag. 277. Trabucchi上院議員の法案報告書に記された理由で、ある。
(4) Giovanni Balbi，“Grandi”e“piccole,, societa per azioni (spunti per una riforma), 
Rivista di societcl 1964, 86 sgg.は，区別の基準として，（1）株式取引所に株式が上場
されているか否か，（2）一定数の社員が存在するか否か，（司会社の財務の方法を検討
し（3）の基準に賛成する。そして小株式会社と有限会社の融和を考える。
(5) Hoghton (ed.), op. cit., p. 48, 
ヘ（6) Hoghton (ed.), p. 48, n. 18. 
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上げることを前提としつつ，如何なる額にすべきか議論されている。その歴史
を概観してみる。
(i) 1954年に， Trabucchi上院議員は，貨幣価値の下落によって生じた多数
の立法者の意思にそわない株式会社叉は有限会社の存在を指摘して，株式会社
と有限会社の資本の最低限を，現行法の50倍に高めることを法案として議会に
提出した。法案は上院によって，次の様に修正されて承認された。即ち，株式
会社は4千万リラ未満の資本では設立できず，有限会社は2百万リラ未満の資
本では設立できないと。その法案は，衆議院に送られ，財務国庫委員会（Com-
:tnissione finanze et tesoro）は， 検討の末，株式会社の最低資本額を2千5
百万リラとし，有限会社の最低資本額を 150万リラとした。しかし議会の投票
により法案は否決された。
(i) 1958年に再度 Trabucchi上院議員は，法案を提出したO 株式会社の資
本最低限を 1億リラ，有限会社のそれを5百万リラにすべしとした。その報告
書（Relazionめには次の様に述べている。（私法典2327条の〉「規範は，『その
起源とその構造のために，株式会社は，より控え目な規模の企業のために適合
した形態ではなく，小さな匿名者の繁殖は，その生来の目的からの制度の脱線
の現象である』 （政府報告書〉とし、う考慮にその起源を持った」と述べ，法案
は1942年法の原則の誠実な維持であるとするO 他方，有限会社については，
「有限会社の大多数は，単に財務的動機のための種類であるか，又は個人企業
を会社の外観の下に偽装するための，叉は名前を変えることなしに，同じ企業
を経営した前存の叉は財産の乱派な管理をされた企業とは異なった企業を生じ
させるための，又は投機的危険の場合に責任を回避するための種類で、あるO …ー
(7) La riforma, pag. 276 e 277. 
(8) Ibid., pag. 282. 
(9) Ibid., pag. 284 sgg.特に pag.291. 
(10) Ibid., pag. 293 sgg. 。1) Ibid., pag. 293. 
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一・資本がこの場合，まさしく債権者の唯一の重大な偽証を表現するということ
が許されるなら，有限会社にも資本の最低限を規定する規範を総額で高める場
{12) 
合である」とするO
(i) 1959年に Alpino,Feroli, Trombettaの各衆議院議員は，今までの議論
を踏まえ，株式会社の最低資本を2500万リラに，有限会社のそれを 150万リラ
にする法案を提出した。
(iv) その後1959年12月に商工大臣（ministrodell’industria e commercio）の
下に Santro-Passarelli委員会が作られ， 1959-1961年の閉会社法改正研究を
おこなったが，資本最低限度については研究の対象外であった。しかし1963年
12月の左派中道の政府連合の諸党間綱領契約には，株式会社，有限会社に最低
資本を規定すべきことがもりこまれているO
(v) この綱領を基礎としつつ， 1964年に，商工大臣の協調で司法大臣が専問
家委員会を設立した。それが DeGregorio委員会であるO Gregorio委員会の
商事会社法改正草案は， 株式会社の資本最低限を2億リラとし（2条〉， 10億
リラ以上の資本を有する会社の設立は，国庫大臣の認可が必要であり（3条〉，
また一定の条件の下で， 10億リラ以上の会社は，株式取引所への上場が承認さ
れるものとする（34条〉。有限会社については， 2千万リラの最低資本額と，
10億リラの資本最高額を規定するO この様に資本最低限を規定した根拠は，報
告書によれば，次の通りであるO 株式会社においては，会社の債務に対して責
任を負うのは会社財産のみであるから（私法典2325条〉， 第三者の保証のため
に最小の基準を設定することが必要である。巨大な資本を必要とする技術的進
歩と，貨幣価格の下落を考えて 2億リラの資本最低限を規定することは，企業
家が個人的責任を回避するために株式会社を手段として利用することを阻止す
（回：） Ibid., pag. 294 e 295. 
(13) Ibid., pag. 298特に pag.301 e 302. 
(14) Ibid., pag. 33. 
.(15) Ibid., pag. 4. 
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るために辛うじて十分であるとO 委員会は，株式会社の会社資本の意義を，法
人のまじめな態度を保証することと，債務の履行の最小限の保証の形成とに理
解するのであるO 有限会社の資本最低限の改正理由は，株式会社と同様の理由
であるとともに，現在の資本最低限が噺笑的な額であるからであるO
(vi) この草案を，大臣委員会（Comitatodi Ministri）は，株式会社の資本
最低額については1億リラに，また有限会社の資本最低額については1千万リ
ラに，そしてその資本最高額については5億リラに修正した。 1965年7月15日
の文書で，司法大臣は，改正法案につき国家経済労働審議会（Consiglionazio-
nale dell' economia e del lavoro）に諮問した。審議会は，株式会社の 2億リ
ラの資本最低限と，有限会社の2千万リラのそれは法外であるとし各々の資
本最低額を5千万リラ， 5百万リラに減少すべきことを答申するとともに，有
限会社の高い最高限度額は，中小企業を有限責任の特権から排斥するものとし
仰）
て，最高限度額を廃止すべき旨答申しているO
この様に，フランス法と同様に，イタリア法でも，一定の会社形態を一定のi
重要性のある企業にのみ許そうとする思想があるのであるO
(¥11) スペイン法
(a) スペインでも人的会社（sociedad de personas）と資本会社（sociedad de 
capitales）の区別は認められているO 前者では，協同（asociaci6n）の決定的な
側 Ibid.,pag. 108. 株式会社に2億リラの最低限を設けることに反対すると共に，有
限会社に資本最高額を設けることに反対する見解として， Simonetta,E, La funzione-
de capitale social e l'elevamento della cifra minima nel progetto di riforma, Rivista 
di societa 1966, 388.但し，株式会社に5千万リラ，有限会社に2千万リラの資本最
低額を設ける見解を承認する。有限会社の社員を50人に制限することに反対する。
間 La riforma, pag. 150. 有限会社に資本最高限を置いた理由は，有限会社は，会社
機関の簡単な関係と共に，個人的要素が決定的な重要性を引受ける一定の特徴によっ・
て資格づけられるから，このタイプの大きさに最大限の制限を置いたので、ある。
(18) Ibid., pag. 52.註。
(19) Ibid, pag. 72.註。
側 Ibid.,pag. 199-200 e 243. 
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経済的原因が，社員の人柄であ 表1 1967年に設立された会社数とその資金額
り，後者のそれは，社員の出資
(aportaci6n）である。前者に
属する会社として，合名会社
(socieda colectiva）と合資会
社（sociedadcomanditaria）が，
後者に属する会社として，株式
会社（sociedadan6nimめがあ
る。有限会社（sociedad de 
responsabilidad limi tada）は，
I 1資本金単断ベセタ
会社数 合 計｜｜一社平均
合名会社 2社0 18,543 977 
合資の会社 。 。 。
有限会社 1 369 950,466 694 
株式会社 4,404 29,549,807 670 
よ口』 計｜刊3I 30, s1久8161
（出所〉中川和彦「スペイン会社法の焦点一日
本企業のスペイン進出にあたって」国
際商事法務 Vol.1-53 (1973), 9頁。
その理由報告書によれば，合名会社と株式会社の等間隔の性質を有する会社で
あるが，法律上合名会社より株式会社に近いものとされているO 株式合資会社
(sociedad comanditaria por acciones）は， 1829年商法典で，合資会社の形態
として考えられ（275条〉，現行法では株式会社の形態として考えられている
(160条〉。
(b) 会社の利用状況は，表1によってわかるように，株式会社の数が圧倒的
で，よく利用されているが，その 1社平均の資本金額は67万ペセタ（約355万
円〉で，合名会社の 1社平均額のほぼ3分の2であり，有限会社形態が存在す
るにかかわらず，中小規模の企業にも多く利用されていることが推測できるO
事実そうであるO
(c) 有限会社法は，有限会社の資本金の最高額を5千万ペセタと規定し（3
条〉， また社員総数は50人を超えることを得ないとして， 少数の社員によって
(1) Joaquin Garrigues, Curso de Derecho Mercantil, Torno I, 6a. ed., 1972, p. 286 y 
287. 
(2) Justino F. Duque, Societes commerciales et tyi:;es de societes en droit Espagnol, 
in Euolution et perspectives du droit des soci自白， Tome1, p. 313. 
(3) Duque, op. cit., p. 314. 
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管理される小企業が有限会社を利用することを予定しているが，実際には小企
業は有限責任の，恩恵を受けるために株式会社を採用するO 立法者は近代的立法
例にならって大きな経済的規模の企業に株式会社形態の使用を制限することを
欲し，資本金額が5千万ペセタ (2億6,500万円〉を越え，かつ有限責任制の
形態をとる場合，必らず，株式会社形態をとることを要求する（株式会社法4
条〉にもかかわらず，法律でこのことを明確にしていないので， どのような企
業でも法定の条件を充たすと，株式会社形態を利用できるのであるO 従って，
株式会社の規定が小企業に適する様に柔軟性が増すと，有限会社はより少く利
用されるであろうと指摘されているO 株式合資会社は，スペインではあまり利
用されていないが，資本最高額は， 5百万ペセタであるO
f追記コ本稿の執筆にあたって成城大学助教授中川和彦氏，一橋大学大学院生黒田清彦
浦田一郎の各氏におせわになった。ここに感謝の意を表明させて頂く。
仁未完〕
(4）従来5百万ペセタであったが， 1968年12月5日法により 5千万ペセタに引上げられ
Tこ。
(5) 1966年法では5百万ペセタであったが， 1968年12月5日法により 5千万ペセタに引
上げられた。
(6) Duque, op. cit., p. 314. 
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